
（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果
主
な
取
組

① 奨学金の貸し付けを実施…22,220千円

 

 経済的な理由により修学が困難である高等学校及び大学等の在学生に対し、奨学資金の貸し付けを実施した。

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 36 誰もが等しく学べるよう支援します

所管部・課 教育推進部 学務課 作成者 参事 森下 宣輝

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 就学支援事業 決算書頁 304

２．事業の目的

小学校・中学校・高校・大学等の学生に対する就学支援を行う

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

内
 
訳

事業費 134,336 153,695 △ 19,359 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 159,971 179,513 △ 19,542 一般財源 123,435 144,847 △ 21,412

3,959 3,646 313

職員人件費 25,635 25,818 △ 183 地方債

3 3 特定財源（その他）

減価償却費 特定財源（都市計画税）

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 奨学資金事業 細事業事業費（千円） 22,220

参考
32,577 31,020 1,557

再任用職員数（人）

職員数（人）

【奨学金貸付人数及び金額】

２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度
高校生 73人 74人 62人 49人 41人
大学生 39人 36人 37人 36人 28人

貸付金額 37,080千円 34,960千円 31,440千円 27,240千円 22,220千円

〇1人あたり貸付額
公立高校 月額20,000円
私立高校 月額30,000円
大学 月額30,000円
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（２）３０年度の取組と成果

（２）３０年度の取組と成果

５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

主
な
取
組

① 朝鮮初級及び中級学校在籍児童・生徒の保護者への支援（補助金）…910千円

朝鮮初級学校、中級学校に在籍する児童・生徒の保護者に対し、経済的負担の軽減を図るため、補助を行った。

主
な
取
組

①経済的理由による就学困難児童・生徒及び特別支援学級在籍児童生徒の保護者への支援（補助金）…111,054
千円
②遠距離通学児童・生徒の保護者への支援（補助金）…152千円

<細事業2> 在日外国人学校就学支援事業 細事業事業費（千円） 910
（１）参画と協働の主な手法（実績）

<細事業３> 要保護・準要保護就学支援事業 細事業事業費（千円） 111,206
（１）参画と協働の主な手法（実績）

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
教育の機会均等を図りつつ、近隣市町とのバラン

スも配慮し、それぞれの認定基準や金額、支給時期
等の見直しを検討していく必要がある。

引き続き、市民のニーズを把握しながら、国や周辺自治体
の動向も注視し、適宜制度の見直しを図り、経済的理由によ
り就学が困難な児童・生徒への支援を継続していく。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

経済的な理由により就学が困難な児童・生徒の保護者に対
して、費用の補助を行い、就学を支援した。昨年度に引き続
き入学前に新入学学用品費の補助を行い、保護者負担の軽減
を図った。また、高校、大学等の学生に対して奨学金を貸し
付け修学を支援した。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○

【補助人数及び金額】
26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

初級学校 9人 7人 7人 7人 5人 〇1人あたり補助額
中級学校 4人 7人 6人 6人 3人 初級学校 年額140,000円
補助金額 1,540千円 1,470千円 1,400千円 1,400千円 910千円 中級学校 年額70,000円

 経済的理由により就学困難な児童・生徒や、特別支援学級に
在籍する児童・生徒の保護者へ、就学にかかる費用の一部を援
助した。また、新入学学用品費について入学前に支給した。
 黒川地区在住遠距離通学児童・生徒の保護者に対して通学に
かかる費用を補助した。
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 36 誰もが等しく学べるよう支援します

所管部・課 教育推進部 学校教育課 作成者 課長 高橋 忠大

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 学校教育管理事業 決算書頁 306

２．事業の目的

学校教育にかかる内部管理事務及び保健活動、衛生環境の充実を図る

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

内
 
訳

事業費 18,276 18,582 △ 306 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 35,366 35,794 △ 428 一般財源 35,366 35,794 △ 428

職員人件費 17,090 17,212 △ 122 地方債

2 特定財源（その他）

減価償却費 特定財源（都市計画税）

（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等への委託 団体等との共催・連携

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 学校教育管理事業 細事業事業費（千円） 18,276

参考
再任用職員数（人）

職員数（人） 2

主
な
取
組

① 学校保健安全に関する委託（医師会、歯科医師会、薬剤師会等との業務委託料）…13,371千円
② 学校の環境整備に向けた川西市学校保健会との連携（手数料）…1,483千円

①学校保健安全に関する委託事業
・スポーツ医学指導業務
 平成３１年１月３０日 スポーツドクターによる運動部活動安全講習を実施した。
 講師：兵庫県立加古川医療センター リハビリテーション科 部長 柳田 博美 氏
 テーマ：「筋疲労の病態とセルフケアの方法」
 参加者：中学校運動部活動顧問及び養護教諭
 効果：学校スポーツを取り巻く諸問題やセルフケアの重要性、熱中症対策について学ぶことができた。
    また、効果的なアイシングの方法や応急処置についての実技講習も実施することができた。

（講習会の様子）

医科学見地によるスポーツ指導 応急処置（肘） 応急処置（膝）
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

 ①川西市学校保健会との連携
  幼稚園・小学校・中学校の校園長、体育担当教員、養護教諭、栄養教諭と医師会、歯科医師会、薬剤師会の会
  員、さらに保護者等がともに、学校保健について学ぶ場を設定し、学校保健活動の充実を図った。

 ◇第５4回 川西市学校保健研究大会
  1／３１（木）於：川西市みつなかホール
  研究発表テーマ「Let̀s 眼育 UP！！ 」～子どもたちの未来のために～
    発表 養護教諭部会
  講演テーマ『子どもの斜視』～検診で斜視と言われたら～
    講師 兵庫医科大学 眼科講座
    教授 岡本 真奈 氏
    効果：岡本 真奈 氏から、斜視や弱視の種類や斜視の原因、治療、訓練についてなどの話があった。
       子どもの目の発達に問題がおこらないよう、複視や視線が合いにくいために生活上の困難を感じる
       ことが改善されるように、弱視、斜視の早期発見、早期対応をすることが必要であること眼科医の
       立場からわかりやすく解説があった。

 ②学校保健会と連携して以下の検査を行い校内の環境整備の向上に努めた。
  ・オージオメーター検査
  ・ホルムアルデヒド教室環境検査
  ・プール水質検査
  ・二酸化窒素の教室内測定検査
  ・ダニ・ダニアレルゲン検査

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
医師会等の関係機関より学校園、保護者等に対して
行われた指導を具現化するために、関係機関と学校
園と行政の連携を今後も充実させるとともに、保護
者も交えて様々な健康課題等を学習する機会を充実
させる必要がある。

・医師会等の専門機関、学校園、保護者との連携を今後も大
切にしながら、それぞれの立場での役割を担い、保健活動、
衛生環境の充実を図っていく。
・スポーツ医学指導業務では、今後は、部活動指導員の講習
参加も周知していく。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
より安全な運動部活動運営を目指して、熱中症やスポーツ傷
害の未然防止に努めるよう支援した。医師会等の各関係機関
が専門的な知見を活用しながら、学校園に対して、検査及び
指導を行い、学校の保健活動、衛生環境を充実させている最
中である。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 36 誰もが等しく学べるよう支援します

所管部・課 教育推進部 教育支援センター 作成者 所長 岡坂 憲一

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 相談事業 決算書頁 308

２．事業の目的

子どもたちの行動・心身の健康・ことば・不登校等に関する教育相談を実施する

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

内
 
訳

事業費 24,286 23,401 885 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 32,831 32,007 824 一般財源 32,831 32,007 824

職員人件費 8,545 8,606 △ 61 地方債

1 特定財源（その他）

減価償却費 特定財源（都市計画税）

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 青少年相談事業 細事業事業費（千円） 24,286

参考
再任用職員数（人）

職員数（人） 1

主
な
取
組

① 18歳までの子どもとその保護者等を対象に面接及び電話相談の実施（臨床心理士の報酬等）…17,004千円
② 言語や聴覚に配慮が必要な子どもに、機能の維持向上を図る指導等の実施（言語聴覚士の報酬等）…6,848千円

【成果】
・市内在住の18歳までの子どもとその保護者及び教職員を対象に臨床心理士が面接相談・電話相談を行った。
・相談回数は、年間延べ回数で面接相談は６１１８回、電話相談は１７５２回となっている。
・臨床心理士による面接相談は新規申込が２０６件、言語聴覚士による面接相談は新規申込は５４件となって
 いる。

相談室の様子１ 相談室の様子２プレイルームの様子
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

・学校園の要望に応じて連携をとり、対象幼児児童生徒の行動観察を含めた、発達に関する相談・助言を行っ
 た。
・担当指導主事と相談員が特別支援教育相談連携会議に出席するなど関係機関と連携し、情報交換を行った。
・特別支援教育担当者や適応教室担当者との日常的な連携の中で、発達に関する専門的な視点から、子ども理解や
 具体的な支援方法に関する助言を行った。

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
臨床心理士による面接相談申込件数が増加する中

で、相談者のニーズも多様化している。
そのニーズに応えるために相談員同士や適応教室

担当者、特別支援教育担当者と適切に情報共有を行
い、効率的な事業推進に努める。そして、人的要員
の増加を視野に入れ、支援の充実を図る。

相談員は、相談の経緯の中で、発達検査や心理検査を実施
する機会が増えている。相談員が、幼児児童生徒の特性の理
解やその対応等、多様なニーズに応えられるよう、所内の連
携を深めながら、研修機会の充実と研修の共有化を進める。
さらに、相談事業として、相談者に対して早急な対応を実現
するために、近隣他市の取組みも参考にしながら、人員数を
含めた、適切で効率的な事業実施を目指す。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
市民からの相談ニーズに応えるため、来所相談・電話相談

を実施した。児童生徒の発達に関わる相談については、同セ
ンター内の特別支援教育担当者や適応教室担当者、学校、療
育施設等との連携して対応を図った。
幼児児童生徒の発達に関わる問題に直面している教職員に

対しては、学校訪問や児童観察を実施し、専門的な視点から
の助言を行った。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果
主
な
取
組

① 特別検診の実施（委託料）…407千円
② 障害児の自然体験活動推進の実施（委託料）…170千円

１　川西市立川西養護学校特別検診
　・児童生徒の自立に向けてリハビリ等の機会を設けて機能訓練を行った。
　・市立川西病院から理学療法士を招き、市立川西養護学校の児童生徒のための特別検診（リハビリテーション）
　　等を行うことで、教員の専門的・継続的な指導の充実を図った。
　・教員が児童生徒の身体の状態を知り、専門的な指導方法を学ぶことにより、日々の自立活動に向けた指導に
　　生かすことができた。

　

　

　　児童生徒の自立に向けてのリハビリ等の訓練
　・理学療法士の指導内容は、特別支援学校のからだの学習等の「自立活動」の授業や日々の生活に活用した。
　・座位、立位、歩行の安定を図ることで、日常生活動作がスムーズになり、生活の質を高めることができた。

（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等への委託

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 特別支援学校教育支援事業 細事業事業費（千円） 21,529

参考
6,178 △ 6,178

再任用職員数（人）

職員数（人） 1 1 特定財源（その他）

減価償却費 特定財源（都市計画税）

内
　
訳

事業費 21,529 22,791 △ 1,262 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 30,074 31,397 △ 1,323 一般財源 29,974 25,119 4,855

100 100

職員人件費 8,545 8,606 △ 61 地方債

２．事業の目的

特別支援学校児童生徒に豊かな体験や自立のための支援を行う

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 36 誰もが等しく学べるよう支援します

所管部・課 教育推進部　教育支援センター 作成者 所長　岡坂　憲一

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 特別支援学校教育支援事業 決算書頁 332
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

　

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
生活動作がよりスムーズになることによって児童生
徒が生活の幅を広げていくべきだと考える。そのた
めに理学療法及び言語訓練を充実させ、必要に応じ
て作業療法等の訓練を取り入れていく。また、自然
の中での活動や集団活動を通して、より豊かな心情
や社会性を養えるよう取り組んでいく。

川西養護学校の児童生徒の自立に向けてのリハビリ等の訓練
を充実させるためや、教員のスキルアップのための支援、児
童生徒が自然とのふれ合いや集団活動を通して、豊かな心情
や社会性を養うための支援を引き続き行う。
一人ひとりの教育的ニーズに合った支援が行えるよう、今後
も医療、福祉と連携し、充実した取り組みを図る必要があ
る。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
川西養護学校の児童生徒に対してのリハビリ等の訓練では、
日常生活の動作がスムーズになる等の成果があった。また、
教員にとっても日々の指導を効果的に行えるようになる等の
成果があった。自然体験活動では、日頃は困難な自然とのふ
れ合いや集団生活などを経験することにより、豊かな心情や
社会性を養うことができた。また、活動報告を通して日々の
生活に役立てることができた。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○

２　障害児の自然体験活動推進事業
　・最適な自立活動の指導を集中的に実施するために、自然体験活動を行う。
　・校外での体験活動・宿泊学習等を通して、児童生徒の豊かな心情や社会性を育て、
　　日常生活に役立てることを目的としている。

　日時：平成３０年９月１２日～９月１３日
　場所：高原ロッジ　メープル猪名川
　内容：①キャンプのつどい　②宿泊所周辺の散策　③買い物　等

　

　・小中学生９名が、家庭や学校を離れ、普段と違う場所で自然の中で、児童生徒・教職員との交流を深めた。
　・自然とのふれあいや集団生活などを通して、日常生活においては体験することが困難な活動を経験すること
　　により、豊かな心情や社会性を養うことができた。
　・校外における宿泊学習を通して、日頃できないことを体験し、児童生徒に役割を持たせることによって自信
　　を持たせ、自尊感情を育てられた。
　・事後指導において、写真を整理して在校生に活動報告を行うことで、日常生活に役立てることができた。
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 37 児童・生徒の健康を守ります

所管部・課 教育推進部 学務課 作成者 課長 志波 仁史

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 小学校給食運営事業 決算書頁 318

２．事業の目的

栄養バランスの取れた豊かな食事を提供し、身体的健康の増進、正しい食習慣の形成を図る

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

内
 
訳

事業費 134,796 122,449 12,347 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 457,011 446,905 10,106 一般財源 444,511 439,405 5,106

職員人件費 303,598 314,266 △ 10,668 地方債

36 △ 1 特定財源（その他）

12,500 7,500 5,000

減価償却費 18,617 10,190 8,427 特定財源（都市計画税）

（１）参画と協働の主な手法（実績） 講座・フォーラム

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 小学校給食運営事業 細事業事業費（千円） 134,796

参考
再任用職員数（人） 1 1

職員数（人） 35

主
な
取
組

① 給食室内の施設設備の修繕を実施（けやき坂小大型修繕など）…21,784千円
② 平成３０年度よりノロウイルス検便検査を新たに実施（検便手数料）…1,517千円
③ 安全に給食を実施するために、必要に応じて、厨房機器の更新等を実施(食器洗浄機更新など)…12,077千円

●安全・安心でおいしい給食の提供
・自校調理において、栄養バランスのとれた給食を年間183回実施した。

・週5日の完全米飯給食に合わせ、手づくりにこだわった和食中心の献立を提供した。
・「川西市立学校園アレルギー対応運用マニュアル」等に基づく適切な対応を図った。
・献立表やすべての食材の生産地をホームページで公表した。
・通常の検便検査に加え、食中毒予防対策として冬期にノロウイルス検便検査を行った。
・児童数増に伴う対応及び給食室の作業動線改善のため、けやき坂小学校給食室の大型修繕を行った。

主な施設設備整備 校数 学校名

学校給食用昇降機大規模修繕 1校 明峰小

給食室天井水漏れ修繕 1校 陽明小

厨房室グリストラップ修繕 4校 桜が丘小、川西北小、緑台小、陽明小

牛乳保冷庫更新 1校 東谷小

手洗い設備修繕及び増設 2校 多田小、東谷小

食器洗浄機更新 1校 牧の台小

ガス給湯器更新 1校 けやき坂小

給食室大型修繕 1校 けやき坂小 けやき坂小学校 配膳室・食品庫（修繕後）

完全給食実施食数（１６小学校）

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

給食実施食数 1,583,027食 1,559,142食 1,538,049食 1,504,399食 1,536,498食
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

・調理従事者が衛生管理、食育等の研修会に参加し、職員の意識・知識の向上を図った。

●食育の推進
・旬の食材を中心に、日本の食文化を知ることができる献立を提供した。
・栄養教諭や調理師が喫食状況を把握し、献立や調理方法を改善した。
・子どもたちが自ら”食”を選択する力を、教育の一環として育成した。

●地産地消の推進
・可能な限り県内産、市内産食材を確保し、地域食材を活用した。
・ＪＡ兵庫六甲と連携し、市の特産物や地元の食材を使用した。

●家庭や地域との連携・交流の促進
・保護者試食会や「給食だより」などを通じ、家庭との連携を図った。
・高齢者との「ふれあい給食」や未就学児童の給食体験などの交流を行った。

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
安全・安心の学校給食実施のために、衛生面・安

全面でのリスクを回避するため、老朽化した施設・
設備の修繕または更新が必要である。優先順位を見
極め、状況に応じた対応を検討する必要がある。

安全・安心の学校給食を安定的に進めるため、より一層の
安全確保に向け、「川西市立学校園アレルギー対応運用マ
ニュアル」等の徹底を図るほか、経年劣化に伴う施設及び機
器の修繕等を行い、文部科学省「学校給食衛生管理基準」に
適合した環境への改善・整備を進める。
また、引き続き、地産地消の取り組みを進め、自校調理方

式で週５日の完全米飯給食を実施する。
※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
週５回の完全米飯給食を実施し、栄養バランスのとれた食

事を提供し、身体的健康の増進、正しい食習慣の形成につな
げた。
安全で衛生的な運用を図るため、給食室内の老朽化対策と

して、備品の更新・施設設備の修繕を行った。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 37 児童・生徒の健康を守ります

所管部・課 教育推進部 学校教育課 作成者 課長 高橋 忠大

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 児童健康管理事業 決算書頁 320

２．事業の目的

市立小学校の児童の健康及び安全管理に関し、健康の保持増進に努める

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

内
 
訳

事業費 33,695 33,365 330 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 42,240 41,971 269 一般財源 39,015 38,750 265

職員人件費 8,545 8,606 △ 61 地方債

1 特定財源（その他）

減価償却費 特定財源（都市計画税）

（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等との共催・連携

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 児童健康管理事業 細事業事業費（千円） 33,695

参考
3,225 3,221 4

再任用職員数（人）

職員数（人） 1

主
な
取
組

① 学校医の配置（嘱託員報酬）…22,848千円
② 市立小学校児童の日本スポーツ振興センターへ加入（その他負担金）…7,474千円

 学校保健安全法第13条及び同法施行規則第3条に基づき、児童の健康及び安全管理に関し、健康及び安全管理に
努めた。

・定期健診     内科、眼科、耳鼻科、歯科検診を実施した。（５月～６月）

・検査       尿検査の実施。（６月）

・事故対策     日本スポーツ振興センターの災害共済に加入。

・定期健康診断の検診項目
①身長、体重               ②栄養状態
③脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無    ④四肢の疾病及び異常の有無
⑤視力及び聴力              ⑥眼の疾病及び異常の有無
⑦耳鼻咽頭疾患及び皮膚疾患の有無     ⑧歯及び口腔の疾病及び異常の有無
⑨結核の有無               ⑩心臓の疾病及び異常の有無
⑪尿腎臓疾患の有無            ⑫その他の疾病及び異常の有無
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

・各校において、学校保健の問題に対し、学校医からの助言や学校保健委員会を通じての啓発などを行った。
・学習指導要領に基づく保健学習と健康実態に応じた保健指導を中心に保健教育を進めた。
・発達段階に応じた保健教育を実施し生涯にわたって主体的に健康づくりができるよう指導を進めた。

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
・教職員が、健康診断の結果を分析し、児童の体型
や健康状態などについて、情報を共有しながら、健
康で安全な教育活動の充実に努めること。
・また健康診断の結果を児童・保護者に伝え、心身
の健康および基本的生活習慣の重要性を啓発し、健
康についての関心を高めるよう促す。

・学校医・学校歯科医・学校薬剤師との協力体制を推進する
とともに、健康診断の結果をもとに、保護者と協力しながら
児童の健康の増進をさらに図っていく。
・保護者や教職員に、この事業の目的及び結果を理解・意識
させ、発達段階に応じて内容を工夫した健康教育に取り組む
こと。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
・学校保健安全法に則り、学校医と連携して実施した。ま
た、養護教諭が、学校保健運営に関して怪我や病気の対処法
等について研究協議を行い学校保健の充実に取り組んでいる
最中である。
・健康診断がスムーズに実施できるよう医師会との連携を密
に行った。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果
主
な
取
組

① 安全安心なミルク給食の提供のため、老朽した設備の修繕を実施（牛乳保冷庫置き場修繕）…227千円
② 備品の更新を実施（牛乳保冷庫更新）…475千円

●ミルク給食の提供
・中学校７校の生徒を対象にミルク給食を提供した。
・学校教育活動の中で牛乳を摂取することにより、成長期において重要な栄養であるにも関わらず日常的に不足し
がちなカルシウムを補填できるよう実施した。
 

・安全にミルク給食を実施するために、老朽した設備の修繕、備品の更新を実施した。

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 中学校ミルク給食運営事業 細事業事業費（千円） 2,194

参考
再任用職員数（人）

職員数（人） 1 1 特定財源（その他）

減価償却費 特定財源（都市計画税）

内
 
訳

事業費 7,176 6,920 256 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 15,721 15,526 195 一般財源 15,721 15,526 195

職員人件費 8,545 8,606 △ 61 地方債

２．事業の目的

ミルク給食によりカルシウムを補給するとともに、完全給食の実施に向けた検討を進める

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 37 児童・生徒の健康を守ります

所管部・課 教育推進部 学務課 作成者 課長 志波 仁史

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 中学校給食運営事業 決算書頁 326

ミルク給食実施本数等

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

生徒数(A) 4,394人 4,380人 4,251人 4,123人 3,901人

年間実施本数(B) 403,851本 391,394本 386,817本 381,704本 368,778本

1人あたり年間摂取本数(C)=(B)/(A) 92本 89本 91本 93本 95本

主な施設設備整備 校数 学校名

牛乳保冷庫更新 1校 多田中

保冷庫置き場修繕 1校 多田中
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（２）３０年度の取組と成果

５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

主
な
取
組

① 全校一斉の完全給食実施に向けての調査を実施（ＰＦＩ導入可能性調査業務委託料）…4,979千円

●中学校７校の完全給食実施に向けて、川西南中学校第2グラウンドを候補地とし、ＰＦＩ導入可能性調査を実施し
た。

ＰＦＩ導入可能性調査の結果概要（調査期間：平成30年8月1日～平成30年10月15日）
（１）調査における諸条件設定
①敷地及び施設等
 調理能力：4,100食/日     所在地：久代3丁目7番の一部外（川西南中第2グラウンドの北側一部）
 用途地域：準工業地域      敷地面積：約7,000㎡
 作業環境：ドライシステム
 配送校：川西市内7中学校全て（各校に配膳室を1か所設け、上層階配膳用エレベーターを設置）
 食育環境：多目的室（見学室兼会議室兼調理実習室）を設置する。
 その他：調理エリア、事務エリアの全てを1階に設置する。
（２）調査結果の概要
 ＰＦＩ－ＢＴＯ方式で実施することで民間事業者の資金力や創意工夫、ノウハウを活用することが可能となる。
  ※ＰＦＩ－ＢＴＯ方式…設計・建設・維持管理・運営業務を一括して発注する方式。施設整備費は民間資金を
             活用し、事業期間中に割賦払いする。建設後、施設所有権を市に移転。
 モデルプランでは、延床面積が2,845㎡となり、平屋建で必要諸室の配置が可能となる。
 事業期間：維持管理・運営期間を15年とし、これに設計・建設期間の2年間を加えた17年間を事業期間とする。

<細事業2> 中学校給食実施準備事業 細事業事業費（千円） 4,982
（１）参画と協働の主な手法（実績）

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
令和4年9月からのセンター方式による完全給食実

施に向け、川西南中学校第2グラウンドの必要な調査
の実施及び要求水準などの策定に伴う詳細事項の具
体的な検討が必要である。

引き続き、ミルク給食を実施し、日常的に不足しがちなカ
ルシウムを補填し、身体的健康の増進につなげる。

センター方式実現可能性調査・ＰＦＩ導入可能性調査の結
果を受け、今後取り組むべき課題（施設整備にかかるコスト
抑制・長期休業期間における施設有効活用など）を検討し、
令和4年9月の完全給食実施に向けて着実に準備を進める。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

ミルク給食を実施し、日常的に不足しがちなカルシウムを
補填し、身体的健康の増進につなげた。

川西市中学校給食推進基本方針に基づき、中学校７校の完
全給食実施に向けて、ＰＦＩ導入可能性調査を実施した。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 37 児童・生徒の健康を守ります

所管部・課 教育推進部 学校教育課 作成者 課長 高橋 忠大

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 生徒健康管理事業 決算書頁 326

２．事業の目的

市立中学校の生徒の健康及び安全管理に関し、健康の保持増進に努める

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

内
 
訳

事業費 15,375 15,852 △ 477 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 15,375 15,852 △ 477 一般財源 13,834 14,210 △ 376

職員人件費 地方債

特定財源（その他）

減価償却費 特定財源（都市計画税）

（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等との共催・連携

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 生徒健康管理事業 細事業事業費（千円） 15,375

参考
1,541 1,642 △ 101

再任用職員数（人）

職員数（人）

主
な
取
組

① 学校医の配置（嘱託員報酬）…10,769千円
② 市立中学校生徒の日本スポーツ振興センターへの加入（その他負担金）…3,585千円

学校保健安全法第13条及び同法施行規則第3条に基づき、児童の健康及び安全管理に関し、健康及び安全管理に努
めた。

・定期健診     内科、眼科、耳鼻科、歯科検診を実施した。（５月～６月）

・検査       尿検査の実施。（６月）

・事故対策     日本スポーツ振興センターの災害共済に加入。

・定期健康診断の検診項目
①身長、体重               ②栄養状態
③脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無    ④四肢の疾病及び異常の有無
⑤視力及び聴力              ⑥眼の疾病及び異常の有無
⑦耳鼻咽頭疾患及び皮膚疾患の有無     ⑧歯及び口腔の疾病及び異常の有無
⑨結核の有無               ⑩心臓の疾病及び異常の有無
⑪尿腎臓疾患の有無            ⑫その他の疾病及び異常の有無
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

・各校において、学校保健の問題に対し、学校医からの助言や学校保健委員会を通じての啓発などを行った。
・学習指導要領に基づく保健学習と健康実態に応じた保健指導を中心に保健教育を進めた。
・発達段階に応じた保健教育を実施し生涯にわたって主体的に健康づくりができるよう指導を進めた。
・喫煙、飲酒、薬物乱用防止教育及び性教育に関しては学習指導要領に則り、生徒の発達段階に沿った内容で実施
 した。

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
・保護者に事業の目的及び結果を伝えるとともに、
生徒自身が健康であることの大切さに気付き、生活
を見直し、改善をしていくなど自己の体調や健康を
管理する力を育成していく。
・また、健康診断の結果を分析し、教職員全員が共
通理解を図り、健康安全教育について推進する。

・学校医・学校歯科医・学校薬剤師との協力体制を推進する
とともに、健康診断結果をもとに、保護者と連携しながら生
徒の健康の増進をさらに図っていく。
・生徒の自己管理能力を育成し、この事業の目的及び結果を
より理解させ、自らの健康を適切に管理するために充実した
健康教育に取り組んでいく。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
・令和元年度の健康診断も、学校保健安全法に則り、実施す
る必要がある。
・養護教諭が生徒の心のケアや怪我や病気の対処法等につい
て研修や研究協議を行い学校保健の充実にも取り組む必要が
ある。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 37 児童・生徒の健康を守ります

所管部・課 教育推進部 学務課 作成者 課長 志波 仁史

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 特別支援学校給食運営事業 決算書頁 334

２．事業の目的

栄養バランスのとれた豊かな食事を提供し、身体的健康の増進、正しい食習慣の形成を図る

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

内
 
訳

事業費 1,713 1,290 423 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 14,787 14,346 441 一般財源 13,490 13,481 9

職員人件費 13,068 13,056 12 地方債

1 特定財源（その他）

減価償却費 6 6 特定財源（都市計画税）

（１）参画と協働の主な手法（実績） 講座・フォーラム

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 特別支援学校給食運営事業 細事業事業費（千円） 1,713

参考
1,297 865 432

再任用職員数（人） 1 1

職員数（人） 1

主
な
取
組

① 安全に給食を実施するために、必要に応じて、厨房機器の更新等を実施（シンク更新など）…869千円
② 平成３０年度よりノロウイルス検便検査を新たに実施（検便手数料）…59千円
③ 給食室内の老朽化対策のため予算に応じた必要最低限の設備等修繕を実施（手洗い設備修繕など）…43千円

●安全・安心でおいしい給食の提供
・自校調理において、栄養バランスのとれた給食を年間183回実施した。

・週5日の完全米飯給食に合わせ、手づくりにこだわった和食中心の献立を提供した。
・「川西市立学校園アレルギー対応運用マニュアル」等に基づく適切な対応を図った。
・すべての食材の生産地をホームページで公表した。
・通常の検便検査に加え、食中毒予防対策として冬期にノロウイルス検便検査を行った。
・安全に給食を実施するために、必要な修繕や設備の保守点検、厨房機器の更新等を実施した。

年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

給食実施食数 12,192食 12,255食 11,984食 10,893食 12,087食

主な施設設備整備

三槽シンク、一槽シンク更新

作業台更新

三槽シンク（更新後）
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

・調理従事者が衛生管理、食育等の研修会に参加し、職員の意識・知識の向上を図った。
・きざみ食調理など、児童生徒の状況に応じた給食を提供した。

●食育の推進
・旬の食材を中心に、日本の食文化を知ることができる献立を提供した。
・栄養教諭や調理師が喫食状況を把握し、献立や調理方法を改善した。
・子どもたちが自ら”食”を選択する力を、教育の一環として育成した。

●地産地消の推進
・可能な限り県内産、市内産食材を確保し、地域食材を活用した。
・ＪＡ兵庫六甲と連携し、市の特産物や地元の食材を使用した。

●家庭や地域との連携・交流の促進
・保護者試食会や「給食だより」などを通じ、家庭との連携を図った。

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
安全・安心の学校給食実施のために、衛生面・安

全面でのリスクを回避するため、老朽化した施設・
設備の修繕または更新が必要である。優先順位を見
極め、状況に応じた対応を検討する必要がある。

安全・安心の学校給食を安定的に進めるため、より一層の
安全確保に向け、「川西市立学校園アレルギー対応運用マ
ニュアル」等の徹底を図るほか、経年劣化に伴う施設及び機
器の修繕等を行い、文部科学省「学校給食衛生管理基準」に
適合した環境への改善・整備を進める。
また、引き続き、地産地消の取り組みを進め、自校調理方

式で週５日の完全米飯給食を実施する。
※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
週５回の完全米飯給食を実施し、栄養バランスのとれた豊

かな食事を提供し、身体的健康の増進、正しい食習慣の形成
につなげた。また、きざみ食調理をするなど、児童生徒の状
況に応じた対応をした。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○

きざみ食 ペースト食

463



（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果
主
な
取
組

① 学校医の配置（嘱託員報酬）…966千円
② 特別支援学校児童生徒の日本スポーツ振興センターへの加入（負担金）…29千円

　学校保健安全法第13条及び同法施行規則第3条に基づき、児童生徒の健康及び安全管理に努めた。

・定期健診　　　　 内科、眼科、耳鼻科、歯科検診を実施した。（５月～６月）

・検査　　　　　　 尿検査の実施。（６月）

・事故対策　　　　 日本スポーツ振興センターの災害共済に加入。

・定期健康診断の検診項目
①身長、体重　　　　　　　　　　　　　　 ②栄養状態
③脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無　　　 ④四肢の疾病及び異常の有無
⑤視力及び聴力 　　　　　　　　　　　　　⑥眼の疾病及び異常の有無
⑦耳鼻咽頭疾患及び皮膚疾患の有無 　　　　⑧歯及び口腔の疾病及び異常の有無
⑨結核の有無　　　　　　　 　　　　　　　⑩心臓の疾病及び異常の有無
⑪尿腎臓疾患の有無　　　　　　　　　　　 ⑫その他の疾病及び異常の有無

（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等との共催・連携

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 児童・生徒健康管理事業 細事業事業費（千円） 1,037

参考
18 10 8

再任用職員数（人）

職員数（人） 特定財源（その他）

減価償却費 特定財源（都市計画税）

内
　
訳

事業費 1,037 1,031 6 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 1,037 1,031 6 一般財源 1,019 1,021 △ 2

職員人件費 地方債

２．事業の目的

特別支援学校児童生徒の健康及び安全管理に関し、健康の保持増進に努める

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 37 児童・生徒の健康を守ります

所管部・課 教育推進部　学校教育課 作成者 課長　高橋　忠大

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 児童・生徒健康管理事業 決算書頁 336
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

　

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
・個々の実態や障がいの特性に応じて、今後も継続
して健康診断に取り組んでいく必要がある。
・教職員が、健康診断の結果を分析し、健康で安全
な教育活動の充実に努める必要がある。
・健康診断結果を、児童生徒・保護者に伝え、健康
についての関心を高めるよう促す。

定期健康診断や市立川西病院（学校医）での診察の結果及び
児童・生徒の健康状態などを教職員で情報共有し、それらを
学校生活や日常生活の動作に反映させるとともに、児童生徒
がＱＯＬ（生活の質）を高め、自己管理の力を育成してい
く。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
・令和元年度の健康診断も、学校保健安全法に則り、実施す
ることができた。
・養護教諭が児童生徒の心のケアや怪我や病気の対処法等に
ついて研究協議を行い学校保健の充実にも取り組むことがで
きた。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○

・川西市歯科医師会、川西市医師会、学校担当医、養護教諭、歯科記録員等と連携を取り合い、計画通り進めるこ
とができた。

・健康診断の結果をもとに事後措置を行うと共に、保健指導・健康相談を行い、保健管理の徹底を図った。

・学校医からの助言や学校保健委員会を通じての啓発などが行われた。

・保護者と連携し、検診結果をもとに児童生徒の主治医とも連携し保健指導を行った。

・学習指導要領に基づく保健学習と健康実態に応じた保健指導を中心に保健教育を進めた。

・個々の障がいの特性や発達段階に応じた保健教育を実施し生涯にわたって主体的に健康づくりができるよう指導
　を進めた。

・健康診断とは別に、定期健康診断のデータを参考にし、整形外科の診察を受け、リハビリ等を行った。
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果
主
な
取
組

① 市立小学校16校の運営・安全管理や施設整備の維持管理（業務委託契約）…271,319千円

（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等への委託

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 小学校運営事業 細事業事業費（千円） 488,051

参考
338 3,056 △ 2,718

再任用職員数（人）

職員数（人） 2 2 特定財源（その他）

減価償却費 489,201 401,600 87,601 特定財源（都市計画税）

内
 
訳

事業費 488,051 262,372 225,679 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 994,342 681,184 313,158 一般財源 994,004 678,128 315,876

職員人件費 17,090 17,212 △ 122 地方債

２．事業の目的

小学校の児童に良好で適切な教育環境を提供する

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 38 計画的・効果的に教育環境を整備します

所管部・課 教育推進部 教育総務課 作成者 課長 岸本 典子

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 小学校運営事業 決算書頁 314
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
昨年９月以降の空調設備稼働により、光熱水費

（ガス代）が増加している。各校において良好な教
育環境の保持とともに、効果的、効率的な空調管理
を行うよう校長会議や事務研究会等で発信する。ま
た、引き続き入札等による適正な業務委託契約を行
う。

光熱水費の使用料を注視するとともに、夏季シーズンにお
ける熱中症対策等、児童の安心、安全、学校の安全管理及び
施設維持管理を行い良好で適切な教育環境づくりに努める。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
夏季シーズン（６・７・８月）には水道メータの検針を通

常の月１回から週１回に増やして使用料をチェックするなど
管理を徹底し、漏水の早期発見に努めたこと等により、予算
の効果的・計画的な執行に繋がった。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○

児童数、学級数の推移 ※各年度5月1日現在

事業費の推移 （単位：千円）

事業費の内訳 （単位：千円）

光熱水費の推移 （単位：千円）

児童数 8,407 8,326 8,157

30年度

8,069 8,056

30年度28年度

光熱水費 130,879 電気、ガス、水道

設備保守管理委託料 12,529
空調設備保守、自動扉開閉装置保守、消防設
備保守等

17,841 通信運搬費等

21,679 乾式複写機使用料等

その他

使用料及び賃借料

26年度 30年度

130,879131,935
電気・ガス・
水道

147,951 147,304 121,427

26年度 27年度 29年度

費　目 金　額 備　　考

消耗品費 46,333 管理用、教材用

488,051事業費 280,368

27年度 28年度 29年度

27年度 28年度 29年度

326学級数 320 314 314 321

学校耐震化・大規模改造ＰＦＩ、空調設備整備Ｐ
ＦＩ

233,911ＰＦＩ事業委託料

284,519 247,592 262,372

業務委託料 24,879
夜間・休日警備、ゴミ収集運搬・処分、校庭樹
木整備等

26年度
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 38 計画的・効果的に教育環境を整備します

所管部・課 教育推進部 教育総務課 作成者 課長 岸本 典子

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 小学校備品整備事業 決算書頁 316

２．事業の目的

小学校における教材備品・管理備品の適正な整備を行い、適切な教育環境を提供する

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

内
 
訳

事業費 10,174 10,654 △ 480 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 10,709 11,189 △ 480 一般財源 10,412 10,889 △ 477

297 300 △ 3

職員人件費 地方債

特定財源（その他）

減価償却費 535 535 特定財源（都市計画税）

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 小学校備品整備事業 細事業事業費（千円） 10,174

参考
再任用職員数（人）

職員数（人）

主
な
取
組

① 学校運営上必要な管理・教材備品の購入（備品購入費）…10,174千円
② 観察、実験等の教育設備の充実に必要な備品の整備（上記の内、理科備品の購入費）…606千円

・

　(実施日時) 平成30年11月27日 　(対　　象) 川西北小学校

平成30年11月28日 清和台小学校

8月

購入計画書完成
業者へ見積依頼

平成30年3月

平成30年度理科教育設備整備費等補助
金実施計画書提出

学校備品購入のスケジュール

理科備品購入のスケジュール

10月末

計画書の提出締切

7月

備品発注

平成29年10月初旬

各学校へH30年度備品購入計画
書・理由書の提出依頼

6月

業者へ見積依頼

平成30年1月～4月

計画書の確認

学校備品の適正管理を行うため、教育委員会事務局職員が学校に出向き、管理状況等の確認を実施した。

５月

必要に応じて学校へ質問・訂正依
頼

7月

補助金の交付決定、学校へ通知
学校から理科備品購入計画書の提出

～8月

２学期に使用できるよう、夏季休業
中に納品完了

5月

交付申請

備品発注

9月 ～10月

学校へ随時納品
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
電話設備が老朽化しており通話に支障が出ている

学校がある。１台ごとの入替が不可能な一斉入替機
種のため、計画的な更新が必要。

引き続き、各校の整備計画に基づき管理備品及び教材備品
の計画的な整備に努める。
理科教育設備整備費等補助金を活用し、理科設備備品の現

有率が低い学校を優先的に補助対象校として、理科備品の購
入、充足に努める。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
学校の老朽化した備品を計画的に更新し、備品の適正管理

に努めたが、十分な整備には至っていない。理科教育設備整
備費等補助金を活用して理科教育備品を購入し、理科教育設
備の充実を図った。
児童の安全確保に向けて、一般財団法人日本救急医療財団

の「ＡＥＤの適正配置に関するガイドライン」に基づき、設
置密度を上げるため２台目ＡＥＤを配備した。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果
主
な
取
組

① 児童の読書活動の推進や言語力を育むための学校図書館の蔵書整備（図書購入費）…7,041千円
② 蔵書数増加への対応のための書架設備の実施（書架の整備費用）…451千円

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 小学校図書整備事業 細事業事業費（千円） 7,492

参考
再任用職員数（人）

職員数（人） 特定財源（その他）

減価償却費 特定財源（都市計画税）

内
 
訳

事業費 7,492 9,756 △ 2,264 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 7,492 9,756 △ 2,264 一般財源 7,492 9,756 △ 2,264

職員人件費 地方債

２．事業の目的

児童の健全な教養を育成するとともに学校の教育課程の展開に寄与する

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 38 計画的・効果的に教育環境を整備します

所管部・課 教育推進部 教育総務課 作成者 課長 岸本 典子

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 小学校図書整備事業 決算書頁 316

図書購入費の推移 （単位：千円）

蔵書数の推移 （単位：冊）

書架の整備状況 　（単位：校・千円）

30年度

182,140

30年度

5

451

28年度 29年度

学校数 5 3

決算額 578 348

26年度 27年度 28年度 29年度

146,397 147,638 163,094 176,145

26年度 27年度 28年度 29年度

4,467 4,432 9,148 9,409

30年度

7,041
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
図書廃棄率により蔵書率が変動するため、改めて

廃棄基準を学校に周知する。蔵書率向上を抑止する
一要因である書架不足については、引き続き学校の
意見を聴取し書架の配備に努める。

児童の“学びの環境”を充実するために、学校図書の整備を
引き続き推進し、学校図書館の充実による児童の学力向上に
努める。
整備計画については、新５カ年計画により蔵書率の向上を

目指すとともに、引き続き希望する学校に書架を配備し、魅
力ある学校図書館の環境整備に努める。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
学校図書館図書標準の達成率の向上をめざし、平成３０年

度からの新５カ年計画に基づき、図書の購入を進めるととも
に、配架に必要な書架の整備を併せて行うことにより、学校
図書館の環境整備を図った。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○

各学校の蔵書数

105.8%

（単位：人・冊）

98.5%

133.6%

99.6%

92.4%

99.9%

79.5%

101.0%

85.3%

85.2%

蔵書率

H31.2.28

90.1%

94.7%

95.5%

94.7%

93.0%

246.1%

103.4%

加茂 480 10,191 10,760

川西 613 11,235 11,760

桜が丘

学校名
児童数 蔵書数 学校図書館図書標準

H30.5.1 H31.2.28 H30.5.1

久代 518 9,691 10,760

499 11,126 10,760

11,760

緑台 301 11,704 8,760

287 8,675 9,160

川西北 419 9,264 9,960

明峰 877 31,999 13,000

9,503 11,160

合　　計 8,056 182,140 169,600

牧の台 532 9,349 10,960

北陵 534

東谷 722 12,287 12,160

多田

けやき坂 632 9,187 11,560

304 8,726 8,760

清和台 299 8,461 9,160

清和台南 358 9,153 9,160

陽明

多田東 681 11,589
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果
主
な
取
組

① 市立中学校7校の運営・安全管理や施設整備の維持管理（業務委託契約）…44,253千円

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 中学校運営事業 細事業事業費（千円） 125,535

参考
248 1,973 △ 1,725

再任用職員数（人）

職員数（人） 1 1 特定財源（その他）

減価償却費 169,856 128,812 41,044 特定財源（都市計画税）

内
 
訳

事業費 125,535 99,732 25,803 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 303,936 237,150 66,786 一般財源 303,688 235,177 68,511

職員人件費 8,545 8,606 △ 61 地方債

２．事業の目的

中学校の生徒に良好で適切な教育環境を提供する

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 38 計画的・効果的に教育環境を整備します

所管部・課 教育推進部 教育総務課 作成者 課長 岸本 典子

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 中学校運営事業 決算書頁 322
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
昨年９月以降の空調設備稼働により、光熱水費

（ガス代）が増加している。各校において良好な教
育環境の保持とともに、効果的、効率的な空調管理
を行うよう校長会議や事務研究会等で発信する。ま
た、引き続き入札等による適正な業務委託契約を行
う。

光熱水費の使用料を注視するとともに、夏季シーズンにお
ける熱中症対策等、児童の安心、安全、学校の安全管理及び
施設維持管理を行い良好で適切な教育環境づくりに努める。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
夏季シーズン（６・７・８月）には水道メータの検針を通

常の月１回から週１回に増やして使用料をチェックするなど
管理を徹底し、漏水の早期発見に努めたこと等により、予算
の効果的・計画的な執行に繋がった。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○

生徒数、学級数の推移 ※各年度5月1日現在

事業費の推移 （単位：千円）

事業費の内訳 （単位：千円）

光熱水費の推移 （単位：千円）

業務委託料 11,438
夜間・休日警備、ゴミ収集運搬・処分、校庭樹
木整備等

使用料及び賃借料 1,415 乾式複写機使用料等

ＰＦＩ事業委託料 28,940 空調設備整備ＰＦＩ

消耗品費 27,092 管理用、教材用

設備保守管理委託料 3,874
空調設備保守、自動扉開閉装置保守、消防設
備保守等

光熱水費 47,467 電気、ガス、水道

47,263
電気・ガス・
水道

58,003 44,01353,527

その他 5,309 通信運搬費等

26年度 28年度 29年度27年度 30年度

127131

30年度

125,535

4,121

費　目 金　額 備　　考

99,732

26年度 27年度 28年度 29年度

4,380 4,251

事業費 110,195 103,818 95,285

学級数 136 136 132

47,467

30年度

生徒数

26年度 27年度 28年度 29年度

3,9004,394
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 38 計画的・効果的に教育環境を整備します

所管部・課 教育推進部 教育総務課 作成者 課長 岸本 典子

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 中学校備品整備事業 決算書頁 322

２．事業の目的

中学校における教材備品・管理備品の適正な整備を行い、適切な教育環境を提供する

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

内
 
訳

事業費 6,918 7,218 △ 300 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 6,958 7,218 △ 260 一般財源 6,661 6,918 △ 257

297 300 △ 3

職員人件費 地方債

特定財源（その他）

減価償却費 40 40 特定財源（都市計画税）

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 中学校備品整備事業 細事業事業費（千円） 6,918

参考
再任用職員数（人）

職員数（人）

主
な
取
組

① 学校運営上必要な管理・教材備品の購入（備品購入費）…6,908千円
② 観察、実験等の教育設備の充実に必要な備品の整備（上記の内、理科備品の購入費）…592千円

・

　(実施日時) 平成30年11月28日 　(対　　象) 明峰中学校

学校備品の適正管理を行うため、教育委員会事務局職員が学校に出向き、管理状況等の確認を実施した。

学校備品購入のスケジュール

理科備品購入のスケジュール

5月

平成29年10月初旬 10月末 平成30年1月～4月

各学校へH30年度備品購入計画
書・理由書の提出依頼

計画書の提出締切 計画書の確認

6月 7月

業者へ見積依頼 備品発注

購入計画書完成
業者へ見積依頼

平成30年度理科教育設備整備費等補助
金実施計画書提出

交付申請

8月 9月

平成30年3月

２学期に使用できるよう、夏季休
業中に納品完了

学校へ随時納品

５月

必要に応じて学校へ質問・訂正依
頼

7月

補助金の交付決定、学校へ通知
学校から理科備品購入計画書の提出

～10月

～8月

備品発注

474



５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
電話設備が老朽化しており通話に支障が出ている

学校がある。１台ごとの入替が不可能な一斉入替機
種のため、計画的な更新が必要。

引き続き、各校の整備計画に基づき管理備品及び教材備品
の計画的な整備に努める。
理科教育設備整備費等補助金を活用し、理科設備備品の現

有率が低い学校を優先的に補助対象校として、理科備品の購
入、充足に努める。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
学校の老朽化した備品を計画的に更新し、備品の適正管理

に努めたが、十分な整備には至っていない。
理科教育設備整備費等補助金を活用して理科教育備品を購

入し、理科教育設備の充実を図った。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果
主
な
取
組

① 生徒の読書活動の推進や言語力を育むための学校図書館の蔵書整備（図書購入費）…3,436千円
② 蔵書数増加への対応のための書架設備の実施（書架の整備費用）…324千円

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 中学校図書整備事業 細事業事業費（千円） 3,833

参考
再任用職員数（人）

職員数（人） 特定財源（その他）

減価償却費 特定財源（都市計画税）

内
 
訳

事業費 3,833 5,850 △ 2,017 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 3,833 5,850 △ 2,017 一般財源 3,833 5,850 △ 2,017

職員人件費 地方債

２．事業の目的

生徒の健全な教養を育成するとともに学校の教育課程の展開に寄与する

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 38 計画的・効果的に教育環境を整備します

所管部・課 教育推進部 教育総務課 作成者 課長 岸本 典子

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 中学校図書整備事業 決算書頁 322

図書購入費の推移 （単位：千円）

蔵書数の推移 （単位：冊）

書架の整備状況　 （単位：校・千円）

3

324

30年度

3,436

30年度

96,070

決算額 516 530

28年度 29年度

83,322 86,661 89,809 92,854

28年度 29年度

学校数 4 5

30年度

27年度 28年度 29年度

3,657

26年度

3,659

26年度 27年度

5,253 5,321
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
図書廃棄率により蔵書率が変動するため、改めて

廃棄基準を学校に周知する。蔵書率向上を抑止する
一要因である書架不足については、引き続き学校の
意見を聴取し書架の配備に努める。

生徒の“学びの環境”を充実するために、学校図書の整備を
引き続き推進し、学校図書館の充実による生徒の学力や生き
る力の向上に努める。
整備計画については、新５カ年計画により蔵書率の向上を

目指すとともに、引き続き希望する学校に書架を配備し、魅
力ある学校図書館の環境整備に努める。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
学校図書館図書標準の達成率の向上をめざし、平成３０年

度からの新５カ年計画に基づき、図書の購入を進めるととも
に、配架に必要な書架の整備を併せて行うことにより、学校
図書館の環境整備を図った。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○

各学校の蔵書数 （単位：人・冊）

103.6%

123.9%

103.4%

97.1%

12,640

103.6%

蔵書率

H31.2.28

113.0%

87.8%

96.5%

清和台 570 14,390 13,920

川　西 577 12,497 14,240

明　峰 472 12,195 12,640

多　田 612 14,417 13,920

東　谷 844 15,699 16,160

合　　計 3,900 96,070 93,680

緑　台 331 12,587 10,160

川西南 494 14,285

学校名
生徒数 蔵書数 学校図書館図書標準

H30.5.1 H31.2.28 H30.5.1
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 38 計画的・効果的に教育環境を整備します

所管部・課 教育推進部 教育総務課 作成者 課長 岸本 典子

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 特別支援学校運営事業 決算書頁 332

２．事業の目的

特別支援学校の児童・生徒に良好で適切な教育環境を提供する

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

内
 
訳

事業費 14,081 11,602 2,479 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 47,423 35,097 12,326 一般財源 37,022 28,024 8,998

職員人件費 8,545 8,606 △ 61 地方債

1 特定財源（その他）

減価償却費 24,797 14,889 9,908 特定財源（都市計画税）

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 特別支援学校運営事業 細事業事業費（千円） 14,081

参考
10,401 7,073 3,328

再任用職員数（人）

職員数（人） 1

主
な
取
組

① 川西養護学校の学校運営・安全管理や施設整備の維持管理（業務委託契約）…6,832千円
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
効果的な使用に向けた適切な空調管理により良好

な教育環境の整備に配慮する必要がある。
光熱水費の使用料を注視するとともに、引き続き、児童の

安心、安全、学校の安全管理及び施設維持管理を行い良好で
適切な教育環境づくりに努める。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
夏季シーズン（６・７・８月）には水道メータの検針を通

常の月１回から週１回に増やして使用料をチェックするなど
管理を徹底し、漏水の早期発見に努めたこと等により、水道
代が削減でき、予算の効果的・計画的な執行に繋がった。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○

児童・生徒数、学級数の推移 ※各年度5月1日現在

事業費の推移 （単位：千円）

事業費の内訳 （単位：千円）

光熱水費の推移 （単位：千円）

29年度 30年度

空調設備整備ＰＦＩ

乾式複写機使用料等

30年度

24

10

29年度

21

8

業務委託料 1,244
夜間、休日警備・ゴミ収集運搬、処分・樹木害
虫駆除等

児童・生徒数

26年度 27年度 28年度

242726

設備保守管理委託料 1,289
空調設備保守・自動扉開閉装置保守・消防設
備保守等

ＰＦＩ事業委託料 4,298

12,729 11,619 11,602 14,081

費　目 金　額 　　　　　備　　考

消耗品費 1,919 管理用・教材用

電気・ガス・
水道

7,475 6,746 5,667

その他 736 通信運搬費等

26年度 27年度 28年度 30年度29年度

5,724

使用料及び賃借料 109

4,486

学級数 10 10 10

事業費

28年度26年度 27年度

光熱水費 4,486 電気・ガス・水道

12,596
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 38 計画的・効果的に教育環境を整備します

所管部・課 教育推進部 教育総務課 作成者 課長 岸本 典子

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 特別支援学校備品整備事業 決算書頁 332

２．事業の目的

特別支援学校における教材備品・管理備品の適正な整備を行う

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

内
 
訳

事業費 218 222 △ 4 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 218 222 △ 4 一般財源 218 222 △ 4

職員人件費 地方債

特定財源（その他）

減価償却費 特定財源（都市計画税）

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 特別支援学校備品整備事業 細事業事業費（千円） 218

参考
再任用職員数（人）

職員数（人）

主
な
取
組

① 学校運営上必要な管理・教材備品の購入（備品購入費）…218千円

7月

備品発注

～8月

２学期に使用できるよう、夏季休業中に納品完了

6月

学校備品購入のスケジュール

平成29年10月初旬

H30年度備品購入計画書・理由書の提出依
頼

平成30年1月～4月

計画書の確認

10月末

計画書の提出締切

業者へ見積依頼必要に応じて質問・訂正依頼

５月
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
学校が希望する備品の中には、特殊備品があり市

の指名登録業者で取り扱っていないことがある。特
殊備品取扱い業者に市の指名登録等を依頼するとと
もに、誰もが等しく学べる環境に資する備品整備に
努める。

文部科学省が策定した「教材整備指針」、学校から提出さ
れる計画書に基づき、児童・生徒の特性に応じた学校備品の
購入、誰もが等しく学べる教育環境の整備に努める。また、
備品の適正管理のため備品台帳の整備に努める。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
学校の老朽化した備品や児童等の特性に応じた備品を計画

的に整備し備品の適正管理に努めたが、十分な整備には至っ
ていない。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果
主
な
取
組

① 小学校１６校の施設、設備の維持管理のため、校舎修繕、器具修繕を実施（修繕料）…60,245千円
② 地震時に倒壊の恐れのあるブロック塀等の撤去を実施（修繕料）…24,852千円

・洋式便器化、床材の張り替えなどを、学校と調整しながら実施した。
・消防設備・プールろ過循環装置など保守点検で判明した不良箇所等の修繕を実施した。
・井戸の湧水量を回復する修繕を実施した。
・給水配管の漏水などの突発的な修繕を実施した。
・校庭の水はけ等の改良を行うため運動場整備を実施した。
・大雨・台風による施設の損傷箇所の復旧修繕を実施した。
・成果としては、突発的な案件が多かったが、計画的・効果的に事業を進め、学校活動の環境を維持した。

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 小学校施設維持管理事業 細事業事業費（千円） 118,721

参考
再任用職員数（人） 1 1

職員数（人） 1 2 △ 1 特定財源（その他）

24,709 9,000 15,709

減価償却費 特定財源（都市計画税）

内
 
訳

事業費 118,721 93,225 25,496 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 131,789 110,437 21,352 一般財源 106,490 101,437 5,053

590 590

職員人件費 13,068 17,212 △ 4,144 地方債

２．事業の目的

生徒の安全を確保し、良好な教育環境を維持する

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 38 計画的・効果的に教育環境を整備します

所管部・課 都市政策部 公共施設マネジメント課 作成者 課長 林 正紀

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 小学校施設維持管理事業 決算書頁 338

修繕後

手洗い場修繕

（清和台小学校）
修繕概要

老朽化した手洗い場を修繕

修繕前

482



５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
施設の老朽化対策が課題となっているため、維持

管理工事と修繕で対応しているが、更なる老朽化対
策が必要である。

「川西市公共施設等総合管理計画」などの指針を踏まえ、令
和元年度に策定を予定している「（仮称）川西市学校施設長
寿命化計画」に基づき、計画的な修繕を行い、安全で安心で
きる教育環境の整備を推進する。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
地震により倒壊の恐れのあるコンクリートブロック造の塀

等の安全対策（塀の撤去・軽量フェンスの設置）、台風や長
雨による緊急対応が複数あったものの、維持管理工事や水は
けのよい校庭にするための修繕等を計画的・効果的に行い、
良好な教育環境の維持を概ね達成することができた。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○

運動場修繕

（緑台小学校）

修繕後修繕前
修繕中

修繕概要

グラウンドを鋤取り、真砂土を

搬入して不陸調整及び老朽化した

ラインマーク取替

ブロック塀修繕

（清和台小学校）

修繕前
修繕中

（撤去後）

修繕概要

倒壊の恐れのあるブロック塀を

撤去しフェンスを設置

修繕後
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果
主
な
取
組

① 中学校７校の施設・設備の維持管理のため、校舎修繕、器具修繕を実施（修繕料）…38,380千円
② 地震時に倒壊の恐れのあるブロック塀等の撤去を実施（修繕料）…7,061千円

・洋式便器化及び便所扉の修繕等を学校と調整しながら実施した。
・消防設備・プールろ過循環装置等保守点検で判明した不良箇所等の修繕を実施した。
・雨漏りなどの突発的な修繕を実施した。
・校庭の水はけ等の改良を行うため運動場整備を実施した。
・大雨・台風による施設の損傷個所の復旧修繕を実施した。
・成果としては、突発的な案件が多かったが、計画的・効果的に事業を進め、学校活動の環境を維持した。

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 中学校施設維持管理事業 細事業事業費（千円） 45,441

参考
再任用職員数（人）

職員数（人） 1 1 特定財源（その他）

13,437 7,100 6,337

減価償却費 特定財源（都市計画税）

内
 
訳

事業費 45,441 40,400 5,041 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 53,986 49,006 4,980 一般財源 39,764 41,906 △ 2,142

785 785

職員人件費 8,545 8,606 △ 61 地方債

２．事業の目的

生徒の安全を確保し、良好な教育環境を維持する

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 38 計画的・効果的に教育環境を整備します

所管部・課 都市政策部 公共施設マネジメント課 作成者 課長 林 正紀

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 中学校施設維持管理事業 決算書頁 338

フェンス修繕

（明峰中学校）

修繕後

修繕概要

倒壊の危険のある

フェンスを修繕する

修繕前
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
施設の老朽化対策が課題となっているため、維持

管理工事と修繕で対応しているが、更なる老朽化対
策が必要である。

「川西市公共施設等総合管理計画」などの指針を踏まえ、令
和元年度に策定を予定している「（仮称）川西市学校施設長
寿命化計画」に基づき、計画的な修繕を行い、安全で安心で
きる教育環境の整備を推進する。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
地震により倒壊の恐れのあるコンクリートブロック造の塀

等の安全対策（塀の撤去・軽量フェンスの設置）、台風や長
雨による緊急対応が複数あったものの、維持管理工事や水は
けのよい校庭にするための修繕等を計画的・効果的に行い、
良好な教育環境の維持を概ね達成することができた。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○

テニスコート修繕

（東谷中学校）

修繕後
修繕前

修繕中

修繕概要

テニスコートを鋤取り、

真砂土を搬入して不陸調整及び

老朽化したラインマーク取替

ブロック塀修繕

（川西中学校）

修繕前

修繕中

（撤去後）

修繕概要

倒壊の危険のあるブロック

塀を撤去し、フェンスを設置

修繕後
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 38 計画的・効果的に教育環境を整備します

所管部・課 都市政策部 公共施設マネジメント課 作成者 課長 林 正紀

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 特別支援学校施設維持管理事業 決算書頁 338

２．事業の目的

子どもたちの安全を確保し、良好な教育環境を維持する

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

内
 
訳

事業費 10,058 4,287 5,771 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 10,058 4,287 5,771 一般財源 5,058 4,287 771

職員人件費 地方債

特定財源（その他）

減価償却費 特定財源（都市計画税）

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 特別支援学校施設維持管理事業 細事業事業費（千円） 10,058

参考
5,000 5,000

再任用職員数（人）

職員数（人）

主
な
取
組

① 川西養護学校の施設・設備の維持管理のため、校舎修繕、器具修繕を実施（修繕料）…10,058千円

・老朽化した教室の床の改修を実施した。
・雨漏りなどの突発的な修繕を実施した。
・体育館トイレの老朽化のため改修を実施した。
・成果としては、計画的・効果的に事業を進め、学校活動の環境を維持した。

カーペット修繕

修繕後修繕前
修繕中

修繕概要

教室カーペットの張り替え
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
施設の老朽化対策が課題となっているため、維持管
理工事と修繕で対応しているが、計画的な修繕計画
等を策定する必要がある。

「川西市公共施設等総合管理計画」などを踏まえ、令和元
年度に策定を予定している「（仮称）川西市学校施設長寿命
化計画」に基づき、安全で安心できる快適な教育環境の整備
を推進する。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明
雨漏り対応など緊急対応が必要な案件があったものの、老

朽化したトイレ修繕等を計画的・効果的に行い、良好な教育
環境の維持を概ね達成することができた。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○

トイレ修繕
修繕概要

老朽化した体育館トイレを改修

修繕

修繕

修繕

修繕

修繕

修繕
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（単位:千円）

（２）３０年度の取組と成果

視点・政策 03 生きがい・07 学ぶ
施策 38 計画的・効果的に教育環境を整備します

所管部・課 都市政策部 公共施設マネジメント課 作成者 課長 林 正紀

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

事業名 中学校エレベータ整備事業 決算書頁 338

２．事業の目的

安全で快適な教育環境の充実を図る

３．コスト情報
事業コスト ３０年度 ２９年度 比較 財源 ３０年度

内
 
訳

事業費 20,525 20,525 国県支出金

２９年度 比較

総 事 業 費 20,525 20,525 一般財源 5,225 5,225

職員人件費 地方債

特定財源（その他）

15,300 15,300

減価償却費 特定財源（都市計画税）

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果
<細事業１> 中学校エレベータ整備事業 細事業事業費（千円） 20,525

参考
再任用職員数（人）

職員数（人）

主
な
取
組

① 川西南中学校エレベータ設置に伴う設計（設計測量等委託料）…2,527千円
② 同校エレベータ設置工事（前払金）…17,998千円

 生徒にとって安全で快適に利用できる中学校となるようバリアフリー化を図るため、川西南中学校において、エ
レベータ（13人乗）設置に伴う設計・工事を実施した（令和元年度完成予定）。

１．配置図

運動場

プール

民家

道路 正門

道路 エレベータ設置
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

 

２．事業スケジュール

課題と改善について 令和元年度以降における具体的な方向性について
学校施設のバリアフリー化等に向けて、引き続き

他の学校においても、エレベータの整備を進めてい
く必要がある。また、整備した学校においては、適
切な維持管理を行っていく必要がある。

令和元年度の竣工・供用開始をめざし、引き続き整備工事
を進める。

他の中学校については、令和4年度秋から予定している給
食の提供に合わせて、エレベータの設置位置等について検討
するとともに、整備を進めていく。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

事業目的に対する自己評価
左記の具体的説明

設置位置については、車いすを利用する生徒の動線に配慮
するとともに、学校運営を考慮した配置とした。また、構造
については、低コストで工期が短い鉄骨造を採用し、騒音等
による生徒活動への影響が小さくなるよう配慮した。

市民の利便性や事業の効率性が
大きく向上した。

市民の利便性や事業の効率性が
向上した。

市民の利便性や事業の効率性は
前年度の水準に留まった。 ○

工事状況（北校舎より望む）

平成31年度

4月∼ 7月∼ 10月∼ 1月∼ 4月∼
 ●設計

  ●工事

 ●竣工

平成30年度
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